
るが、

公益性の高い団体やボランティア・市民活動に参加する市民の さらなるWi-Fi環境を整備していく必要がある。

全体数を増やすための支援をしていく必要がある。 ボランティア・市民活動支援センターの運営により、市民活動

さらに、相互理解のため、多文化共生の推進を更に進めていく 団体の拠点となり、さらなる市民活動の活性化を図っている。

必要がある。 社会課題の解決に向けて活動する市民活動団体が活用できる補

地域におけるイベントによる、地元への愛着の醸成もさらに取 助金として、共創のまちづくり補助金制度を開始した。

り組んでいく必要がある。 計画期間を令和５年度から１２年度までとした、第２次戸田市

多文化共生推進計画を策定し施策の推進を図っている。

戸田ふるさと祭りは、市民が企画、運営にかかわる協働による

祭りとし、市民が発表できるステージや戸田音頭による流し踊

りなどを実施することで、さらなるふるさと意識の醸成を図る

。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月14日 作成部局名 市民生活部 担当部局名 環境経済部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

協働推進課

07
活力にあふれ人が集い心ふれあうまち

文化スポーツ課

32
市民活動の活性化と地域交流の促進

経済戦略室

町会・自治会活動や市内における市民活動が活性化し、様々な人が地域活動に参加することで、地域課題の解決に取り組め

るように、地域コミュニティを支援する体制の充実を図ります。また、戸田市への愛着が醸成されるよう、戸田ふるさと祭

りの開催や国内外の都市との交流を促進します。

市民交流事業

在住外国人支援事業

地域コミュニティ推進事業

市民活動推進事業

地域の活動に参加している 参加したと回答した市民の割合
％ 42.6 42.3 32.7 -　　 35.4

人の割合 (市民意識調査 )

ボランティア・市民活動支 登録された活動団体数
団体 171以上 171 169 171 184

援センター登録団体数

多文化共生推進計画の進捗 計画の具体的な施策の進捗率
％ 100 79 100 95 100

率

現在、市内の地域コミュニティについては、既存の町会・自治 町会連合会を中心に、町会・自治会の加入促進や負担軽減に取

会を中心として形成されているが、町会・自治会において、加 組んでいる。活性化への支援として、町会会館等がWi-Fi環境

入率の減少や、担い手の高齢化などが課題となっている。 を備え、人が集まる拠点となるよう、機器の購入、工事費、通

また、テーマコミュニティについては、自立して活動している 信料の補助金を令和６年度までの時限措置として実施す



市民交流事業

任
意

15,261 より魅力ある祭りとなるよう開催内

52,432 容や実施体制を検討していく。令和

－ ○ ４ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 02 01 13 01 01 46,107 ６年度以降は、友好都市交流事業、

市民との協働により、戸田ふ 46,107 （考え方１）市民憲章推進事業を統

るさとまつりを開催する。国 27,954 合し、市民交流事業を推進する。

在住外国人支援事業

任
意

20,671 第２次戸田市多文化共生推進計画の

20,671 策定に基づき、多文化共生の地域づ

－ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ02 01 02 01 13 01 02 24,171 くりを推進していく。

日本人市民と外国人市民が多 22,631

文化共生の理念を持ち、共に 4,551

友好都市交流事業

任
意

9,712 国内外友好・姉妹都市との交流が行

0 われるよう庁内・外と連携を密にし

－ － ９ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 終98 01 02 01 13 01 98 0 ていく。令和６年度以降は市民交流

オーストラリアリバプール市 0 事業へ統合する。

、中国開封市、福島県白河市 0

02 協働推進事業　（協働推進課）

地域コミュニティ推進事業

任
意

39,541 町会・自治会活動の活性化に向けて

59,098 、講座や情報提供などの支援や、財

○ ○ ２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ02 01 02 01 1

戸

3 02 02 60,85

田

8 政的な支援を行う。

市

市内には４７の町会・

施

自治会 45,456

が

策

あり、市民の半数が加

評

入す 26,004

価

03 市民活動推進

シ

事業　（協働推進課）

ート

作

市

成

民活動推進事業

任
意

4

日

2,318 共創のまち

令

づくり補助金制度が市

和

民

37,223 活動団

 

体に活用しやすいもの

6

となる

○ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ

年

Ｂ Ａ01 01 02 01

 

13 03 01 37,2

6

23 よう、申請サポー

月

トや制度の見直し

市民

1

活動推進基本方針に基

4

づ 35,423 など随

日

時行う。

き、ボランテ

作

ィア・市民活動 7,1

成

51

部局名 市民生活部 担当部局名 環境経済部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０６年度（事業費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０６年度（人件費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

町会・自治会の活性化の支援や負担軽減を引き続き実施する。新型コロナウィルス感染症が
第５類に移行したことに伴い、町会・自治会活動、市民活動団体による活動が徐々に活発化
した。令和５年度から始まった第２次戸田市多文化共生推進計画を着実に進めた結果、計画
の進捗率は、１００％となっている。ふるさと祭りは、コロナ禍以前に戻し盛大に実施した

Ｂ
結果、前回の来場者数４万２千人から９万７千人と大幅に増加した。

321,938 ↑ 322,937 ↓ 319,437 → 319,437
市民交流事業では、令和６年度に中国開封市との友好都市締結４０周年を迎えることから、代表団を派遣するため、予算については増加す
る。また、町会会館等にWi-Fi環境の整備を引き続き実施していく。

71,186 → 71,186 → 71,186 → 71,186
ふるさと祭りに係る市民交流事業や、町会・自治会支援、地域担当職員制度に係る地域コミュニティ推進事業など、他律的で業務量の非常
に多い事業を含んでおり、効率化を図りながらも、人員については維持の方向性とする。

01 市民交流事業　（協働推進課）



活

01 農政対策事

部

業　（経済戦略室）

担当

（再掲）

部

農政対策事業

任
意

＜（

局

再掲）について＞

本事

名

業は、他の施策を主た

環

る施策として構成する

境

事

01 01 06 01 0

経

1 01 01 務事業です

済

が、一部が本施策にも

部

寄与するため「再

・農

５

地転用の届出や受理済

．

証 掲の事務事業」とし

事

て、参考に掲載してい

務

ます。

明書の発行、農

事

地利用状況調 ※事業内

業

容は、当該事務事業評

の

価シートを参照

検討 【一般会

R5

計

決算額 R6計画額 R7

】

予算額
計（千円） 事業

（

費 280,300 32

単

1,938 322,9

位

37
うち一般財源 26

：

6,746 303,0

千

92 304,091

事

円

業の方向性： １現状で

）

継続　 ２拡大して継続

事

３縮小して継続　　　

務

４他事業と統合　　　

事

５休止　　　６その他

業

見直し

７令和7年度で

評

終了 ８令和6年度で終

価

了 ９令和5年度で終了

の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

04 ＳＤＧｓ共創基金積立金　（協働推進課）

ＳＤＧｓ共創基金積立金

任
意

13,267 軽自動車税の種別割のうち１０％を

13,285 SDGs共創基金積立金として積み立て

－ － １ ○ － － － － 予01 01 02 01 13 04 01 13,285 る。

「共創のまちづくり補助金」 13,285

をはじめ、庁内で実施してい 1,300

01 笹目コミュニティセンター管理運営費　（協働推進課）

笹目コミュニティセンター管

任
意

78,111 地域コミュニティ活性化の拠点とし

理運営費 77,763 て、適切に運営していく。

○ ○ １ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 02 01 18 01 01 77,763

指定管理者である笹目コミュ 77,715

ニティ協議会によるセンター 3,251

02 新曽南多世代交流館管理運営事業　（協働推進課）

戸

新曽南多世代

田

交流館管理運営

任
意

6

市

1,419 地域コミュ

施

ニティ活性化の拠点と

策

し

事業 61,466 て

評

、適切に運営していく

価

。

○ ○ ２ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

シ

01 01 02 01 18

ー

02 01 63,530

ト

指定管理者制度の導入

作

により 63,474

、

成

より多くの市民に施設

日

を活 975

0

令

2 スポーツ推進事業　

和

（文化スポーツ課）

 6

（再掲）

年

スポーツ推進事業

任
意

 

＜（再掲）について＞

6

本事業は、他の施策を

月

主たる施策として構成

1

する事

01 01 10 0

4

5 01 02 01 務事業

日

ですが、一部が本施策

作

にも寄与するため「再

成

スポーツ推進全般に係

部

る事務 掲の事務事業」

局

として、参考に掲載し

名

ています。

。スポーツ

市

推進審議会やスポ ※事

民

業内容は、当該事務事

生

業評価シートを参照


